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 さて、タイの条約締結過程に関する研究論文としては、代表的なものとして Jaturon 
[1996]、および Jumphot [2008]がある。特に Jumphot の論文は、Jaturon の業績を踏ま
えて著された 2007 年憲法下の条約形成についてまとめた初めての研究である。同書は主
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 この規定は、1991 年憲法第 178 条、1995 年改正 1991 年憲法第 181 条、および 1997
















第 3 節 2007 年憲法後の変化と第 190 条成立の背景 
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 2007 年 8 月にタイで最初の国民投票を経て発効した現行憲法は、条約締結手続きにつ
いて以下のように定める。 
 




















の事案の提出は、第 154 条（1）の規定を準用する。 
 
 2007 年憲法起草議会は、第 190 条について以下のように補足する。まず、同条は従来
の憲法による条約締結手続きの規定を覆すものではなく、これを補完し具体的な手順を定




(Khanakamathikan wisaman [2008: 184])。 
 以上の憲法規定をふまえ、1997 年憲法までの手続きと、2007 憲法下での手続きを整理
して並べたのが表である。2007 年の前後で変化のない手続きは、右２列を跨ぐ形で内容を
記載している。一見してわかるのは、2007 年憲法が交渉と履行の段階に大幅な変更を加え





に大きな裁量を持たせてきた。例えば、1977 年 12 月 18 日の閣議決定では、非政治的案
件あるいは実務的な案件に限って首相、副首相あるいはその代わりとなる当局者が締結承














タイ国内では 2004 年頃から NGO や農民などを中心に FTA 反対運動がおこった。FTA 反
対派は、政府が国民に意思表示の機会を与えないまま、国民に不利益をもたらしかねない
協定の交渉を進めることを「非民主的」と批判した。2005 年 1 月にはチェンマイで NGO、
農民、HIV 感染者支援団体によってタイ・米 FTA 交渉反対の 1 万人集会が開かれ、反 FTA
運動はピークを迎える。こうした状況を踏まえ、クーデタ後に成立したスラユット・チュ
ラーノン政権では、FTA 交渉の過程を国民に開示する方針を採った。例えば 2006 年 11
月には FTA で不利益を被る恐れがある中小企業や農民への補償を検討する政府委員会が
設置され、12 月には日本・タイ間の二国間 FTA である日・タイ経済連携協定に関する公
聴会を実施した。 
 2007 年憲法起草委員の一員だったソムキット・ラートパイトーン (Somkhit 
Lertpaitoong) タマサート大学法学部教授は、当時こうした状況を念頭に置き、「一部の実
務者が全てを決めるのではなく、交渉と批准双方の段階で、国民に広く情報を開示する制




締結過程でも散見されるという先行研究の報告がある9。Riesenfeld と Abbott はこうした報




（Riesenfeld and Abbott [1994: 8]）。こうした趨勢を極限まで押し広げた例として、2007 年
憲法190条が定めた交渉過程への国民の直接関与を位置づけることができるかもしれない。 
 しかしながら、国民の意見を聴取しても条約締結過程で紛争が起こる可能性はある。例
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表 2007 年憲法前後の条約締結手続き比較表 



















A 国会審議 両院合同会議にて協議。条約履行のための法案については通常の国内法案と同様の手続きで審議し、承認（批准）。 








総数の 10 分 1 以上を以て国会議長に意見を提出。議長はこ
れを受け、憲法裁判所に意見を送付。憲法裁がこれを審理す
る（2007 年憲法第 154 条） 
出典：Jaturon (1996)および Visoot(1990)、Krom sonthisanya [2004]、各憲法条文より、筆者作成。 
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第 4 節 2007 年憲法下での条約締結手続きをめぐる混乱 
 
 2007 年憲法は、第 303 条第 3 項で 190 条 5 項に基づき条約締結の段階および手続
きの詳細に関する立法を義務づけている。この法案は「仏歴・・・年 条約締結の手
順と方法に関する法案」（Rang phrarachabanyat khanton lae withikan jattham 
nansuesanya pho. so. … : 以下、条約締結手続き法案と略記）として憲法発効の直後
から策定作業が始まった。同法が成立すれば国会承認条約を定義する上で重要かつ最














下両院の国会議員 228 名が当該声明は憲法第 190 条第 2 項に違反の疑いありとして、
国会議長を通じタイ憲法裁判所の判断を求める意見書を提出した。憲法裁判所は 2007







このため、かかる共同声明を 1969 年ウィーン条約法条約第 2 条第 1 項 a の規定に照
らして条約と言うことは出来ない10。②当該共同声明は、プレアヴィヒア寺院周辺領
土をカンボジア領とした 1962 年の国際司法裁判所の判決を踏まえており、改めてタ
イの領土を変更するものとはいえない。したがって、当該共同声明は 2007 年憲法 190










るとの見解を示している（Constitutional Court decision, 6-7/2551 ）。国際法の専門
家は、憲法裁判決が「領土変更をもたらす可能性にある条約」にまで国会審議を必要
と判断している点について、第 190 条第 2 項の拡大解釈であり、立法府の権限を侵犯




















いる。第 4 節冒頭で述べたように、2007 年憲法は 190 条第 5 項および 303 条で「条
約締結手続き法案」の立法を義務づけている。同法は、2009 年 3 月に内閣から国会
へ提出されたが、外国からの借款に関する取り決めを 190 条第 2 項の例外とする点に
ついて反対意見があがり取り下げられた。その後、条約締結手続き法案は 2010 年 2




その 1 点目は、同法が 2009 年 9 月に 2007 年憲法修正案の一部として再び国会の議
題に上ったことである。憲法修正案は、そもそも 2009 年 4 月におこなわれた国会議
長らの会合の場で、国内の政治対立を解消するための方策として提唱された。議会内
に設置された「政治改革および憲法改正調査のための和解委員会」は、同年 9 月に 6
点から成る憲法改正案を提示し、その中には第 190 条 5 項の定める「条約締結手続き
法」制定提案も盛り込んだ（Khanakamakan samanachan [2008: 40]）。6 項目から
成る憲法修正案は、解党規定廃止（同第 1 項目）、選挙区制改革（委員会報告書第 2
項目）、上院議員選出方法の変更（同第 3 項目）、兼職禁止規定および公共セクターへ




院銀の選出方法を定める第 165 条の改正を掲げる新たな案を提出すると、民主党は 2
党の提案を不服とし、反対を表明した12。2010 年 2 月 3 日、民主党を除く連立 5党は
憲法第 190条および下院議員の選出に関する 94条の改正案を 102人の所属下院議員
の署名を添えて下院議長宛に提出したが、その帰趨は未だ不透明である。 
 条約締結手続き法案の立法過程で興味を引く今ひとつの点は、ごく初期の段階から
市民団体が積極的な関与を続けてきた点である。例えば、市民団体 FTA ウオッチ（FTA 




立後も、彼らは憲法第 190 条 5 項および 303 項に基づく条約締結手続き法案の策定を
促す署名を外務大臣に手交するなど、国民として法案策定に関ろうという姿勢を堅持





































タイ・カンボジア外相が 2008 年 6 月 18 日に交わした共同声明についての 
憲法裁判所判決（憲法裁判所判決 6-7/2551） 
 




意味するところは、1969 年ウィーン条約第 2 条 1 項 a にある「treaty」、または憲法裁
判所判決 11/254215および 33/254316にすでに定めたものと同様である。 
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国憲法第 190 条が定める条約としての要件を満たしている。（日本語翻訳筆者） 
 
 
〔注〕                                                
1 国際法と国内法の関係をめぐる研究状況については、たとえば、田中［1991］、小林[2003]
を参照した。 




年 3 月 6 日に当時のタナット・コーマン外相とディーン・ラスク米国国務長官の間で交わ
された米軍によるタイ国内軍事基地利用についての覚書が存在する（Jaturon [1996: 44]）。 
4 Jaturon Thirawat タマサート大学法学部教授の示唆。2010 年 2 月 16 日に筆者がタマサート
大学法学部で行ったヒアリングにもとづく。 




「条約の法的問題審査特別委員会」（Special Committee for the Consideration of Legal Issues 













7 具体的な手続きについては、2007 年憲法第 154 条を参照。 
8 2010 年 2 月 18 日タマサート大学法学部学長室にて、筆者が行ったヒアリングによる。 





11 2010 年 2 月 16 日タイ外務省条約法務局で筆者が行ったインタビュー。 
12 Bangkok Post, 27th January, 2010. 
13 FTA Watch ウェブサイト、憲法 190 条に関するウェブページ記載の記事「Kamnod anakh
od thai yud look kaphiwad 10,000 chew ruamsanue kotmai sanya rawang purathet chabap 
prachachon (Decide the Future of Thailand, Stop Globalization: 10,000 People Support the 
Treaty Making Procedure Act)」(URL: http://www.ftawatch.org/node/180782008年 3月 13日、
最終ダウンロード 2010 年 2 月 10 日 http://www.ftawatch.org/node/18078)を参照 
14 2010 年 2 月 16 日に行った外務省条約法務局に対するインタビューでの証言。 
15 1999 年に行った国際通貨基金に対しタイ政府が提出した趣意書が条約に当たるかどうか
をめぐる憲法裁判所での審議。 
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